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地租改正における地価算定法の形成過程

一一地価取調規則の評価について一一

関 順 也

I 問題視角

明治の地租改正は，幕落体制以来の石高貢租制度を廃止して，地券面地価に

よる定率の金納地租に改めたものであるが，課税基準たる地価の決定み法が改

租法規の根本問題であったことはいうまでもない。明治6年7月に公布された

地租改正関係法規は，後の租税寮布達や改正局の施行細目によってその内容を

大きく変更され，明治8・9年頃になッて漸く収穫高一本の法定地価主義を確

立するにし、たる。したがって，地租己責E法の制定当初における地価算定法がそ

のままに各府県で実施されたわけではない。だが，地租改正法そのものは改廃

されるととなしそれが根本法規であったことにかわりはない。この地租改正

法の地価算定法は，明治6年の制定当時に突然案出されたものではなく，地券

交付にともなう「地価取調規則」の批判検討を基礎にしてつくられたものであ

り. r地価取調規則」は，土地の売買価格壱課税基準とする泊券税的着想から
出発している。本稿は売買地価を課税基準とする泊券税法的着想がし、かにして

収穫地価本位の地価算定法に転換していったか，その過渡的段階たる「地価取

調規則Jと制定当初の地租改正法を比較検討して地租改正の歴史的性格の一端

を明らかにせんとしたものである。

明治5年 9月各府県に内示された「地価取調規則」は，郡村地券の交付に際

してょせられた種々の疑問にごたえ，あわせて地租改正の方向壱指示せんとし

たものであるが，これにたいしても各府県から新たな疑問が数多く提起され，

大蔵省内部でも強力な反対意見があり，その批判検討を通じて「分一税法」や

「地租改正草案」なEの試案が作成され，地方官合同の議決を経て地租改正法
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の公布にいたる。「地価取調規則」の作成から地租改正法の決定にいたる聞にみ

られる政府官僚聞の対立抗争については 丹羽邦男氏や福島正夫氏の諸研究')

にくわしく論評されてし、る。ことに政府官僚の階級的背景を重視する丹羽氏の

研究では，租税頭陸奥宗光の名によって内示された「地価取調規則jの領主的

な封建反動性を強調し，それは「領有権の農民への強制先渡し」であり， i領

主階級の地主階級への体制的移行」を意図したものであるとヤうへそして，

この「すぐれて領主的立場にたっ地価取調規則」に比較すれば，地租改正法はす

ぐれて「近代的」な形式をととのえたものであり，これは国際的契機に啓蒙さ

れた大蔵官僚の進歩派によって作成され， i政府中央への登用を望むJ陸奥宗

光の「領主的な，またそれゆえに観念的，非現実的立」考えから生れた「地価

取調規則J~は根本的に相遣し，両者の聞には異質な断層があるように強調さ

れている。しかし i地価取調規則」にたいする丹羽氏のこうした解釈はその

条文内容の誤解に基いている。 i地価取調規則」の条文を素直に理解するなら

ば，後に述ベるように，決して領有権の強制的売渡ではなく，丹羽氏も「すぐ

れている」と評価した陸奥宗光の「田租改正建議」の趣旨とそれ程大きい相違の

あるものでもない。また「地価取調規則」の地価算出法が「地租改正法」の地価

算出法にいかに摂取されているかは本稿に立証せんとするところである。誤っ

た条文解釈の上にたって両者の断層を強調し，その理由壱求めれば，出世欲に

からんだ陸奥宗光の心境変化にでも帰せざるを得ない。だが一度作成された法

規は，立案者の主観的意図いかんにかかわらず，条文自体の内容によって作用

する。「地価取調規則」を作成した陸奥宗光の動機が何であれ，その条文の示す

ところによれば，決して「領有権的強制売渡」ではなしその地価算出法によ

って課税すればかえって大幅の減税となることは地方官からも指摘していると

ころである。しかし，これは旧貢租額の維持を財政的原則としてνる人蔵官僚

にとって容認しうるところではなく，泊券税法と同じように売買地価の申告を

1) 丹羽邦男著「明治維新の土地変革J;福島正夫著「地租改正の研究」。
2) 丹羽邦男前掲書，第2章壬申地券第3節大高省の壬中地券にもとづく税法改革意図 (1)，
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尊重するような体裁をつくろいながら，実際には旧貢租額を減退させないよう

な地価算出法が工夫され，その結果として収穫高一本の法定地価を確立してい

〈ことになるのである。こうした課税方式の変化は，農民解放と貢租減免を鼓

吹して倒幕維新に成功してきた明治政府が，政権の安定するにしたがってその

偽楠性を露出じ，国家権力による強権的強制を強めていく一般的傾向とも軌を

ーにするものである o しかし，このことだけ壱もって直ちに封建国家の再編成

と結論するわけにはし、かなし、。階級社会における官僚政治の偽晴生と強権的強

制は必ずしも封建国家に限ったことではなく， i近代的」と称される現代困家

にも随所にみられるからである。

収穫高を木位kする地租改正法の地価算出法は，一一収穫高算出に第一則任

第三則の別があるにしても一一作得、の乏しい劣等地にも課税する一手段であり，

農民の収益申告を尊重するようにみせかけながら，政府の予定していた地価を

「甘諾J.しない者には強権を発動して反対を圧殺してし、く。これは実際の土地

収益を基礎として成り立つ売買地価巷課税基準とする泊券税法の着想とは全く

似て非なるものであって， i地価取調規則」は売買地価から収穫地価へと転換

する第一段階であり，乙の意味では反動化の第一歩であったともいえよう。し

かし，地租改正法はそれをさらに徹底したものであれさらに明治8竿の「地

租改E条例細目」にいたって完成される。かくて，法定地価の強権的強制をも

って封建制の再編もしくは半封建的国家の形成とみるならば，それは「地価取

調規則」よりも「地租改正条例細目]に明確であり，明治政府はしだいに封建

制壱強化してきたことにもなる o 私は地租改正における農民負担の過重とその

強権的強制を重視するものではあるが，それをもって封建制もしくは半封建制

の再編強化であるとはみない。これこそ初期プノレジョ 7国家における本源的蓄

積の推進であり，国家権力による農民収奪であると考える。こうした地租改正

全般の歴史的意義は近く出版する予定の別稿にゆずり，ここには「地価取調規

則」から「地租改正法」にいたる地価算定法の変遷正ぞの照史的役割壱考察す

るだけにとどめておく。
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E 壬申地券と地価問題

明治百年2月，政府は地所永代売買の解禁壱宣告するとともに，地所の売買

譲渡を公証する手段として地券壱授与するという「地券渡方規則」を公布した。

この「地券渡方規則」では，上地の売買譲渡の際には必ず地券交付をうけるべ

きものとし(第1条).地券を受けないで売買譲渡を行なった場合には，その地

所及び代金が没収され，連印した村役人にも罰金が課せられる(第12長)0 また

授与される地券には，土地の地番・反別・石高・持主及び土地代価等を記載し，

交付もしくは書替のたびに土地代価の所定割合で証印税が徴収される o

こうした土地の売買解禁と地券交付の考想は，明治 4年 9 月の大蔵J)Jl~大久保

利通，同大輔井上馨の名で正院に提出された「地所売買放禁分ー税法施設之儀J

に明らかである')。そこでは「断然従前ノ方法ヲ廃棄γ， 一般ニ地所ノ売買ヲ

許シ，更ニ地代金分ーノ収税法ヲ施設スノレェ若カズ」主貢租制度を廃止して売

買地代金の百分のーを収税する税法改正とその前提たる土地売買の解禁及び地

券交付壱実施する意図壱示している。 しかし. r従前地代金ノ高低ハ曹三地味
ノ肥府ェ不拘，多グハ貢租ノ多寡等ニ因レリ」と貢租負担の軽重が地代金の高

低に重要な関係のあることを認識して居り，さしあたり貫租制度はそのままに

して土地売買のみを解放し，地券を交付して各自所有の確証にするとともに，

それによっt全国の地代金総額を「点倹」しようとしたのが壬申地券の交付であ

る。だが貢租制度を廃止することなしに将来の課税基準と1る「適実」な土地

代価を検出することははじめから無理なことであり，免税地であった市街宅地

に地租を賦課する泊券歩ー税とは比較にならない。貢租の賦課された土地の売

買価格は，貢租負担をさしひいた農民作徳分と一般的な利子率の関係から定ま

るものであって，利子率は一定としても，貢租負担が犬き〈て作徳の僅かな土地

は優良地であっても売買価格は低<.地味地位ともに劣悪な土地であっても貢

租負担が軽ければ土地代価は比較的に高い。また，こうした貢租負担を脱れる

3) r地租関係書額童基J W史料集成』第7巻， p. 370。
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ために名目上の買租負担者と実際上の土地所有者が分離されている「空石」や

「高抜キjの農民間慣行も少くなかった。かくて旧藩時代の不均衡な貢租負担

Eそれに対応する農民間の所有関係をそのままにじて土地売買を解禁し，届出

制を強制するだけでは負担を平準化する新しい課税の基準を検出することには

ならず，証印税を賦課して新しい土地負担を追加するに過ぎないと言えよう。

ことに，明治5年7月には現実に売買の対象となってレない一般持地にも地券

交付を強制することとなったが，そのためには現実に存在していない土地売買

価格を算出することが必要であれその算出方法を規定しなければならなかヮ

た。しかもその地価算出法は近〈施行される主目されz地券税法とどのように
関連する白かを明ちかにするととが重要であ勺た。

政府は 5年7月，大蔵省達第83号によ『て地所所持のすべてI土地券壱交付す

る亡と壱命じたが，その地価については，i其代価ハ田畑ノ位付ニ拘ラス，方今適

当ノ代価ヲ閣申セシメ，券面へ書載コペヘシ」というだけで地価算出の方法につ

いては全く指示していなかった。これは，その後の指令にもくりかえしている

ように，地租改正のための地価算出ではなし 「実地適当Jの売買価格を申告

させればよいという意味であったが，実施の任にあたる地方官としては，地租

改正を前提しない地価調査や地券交付は無意味であり， 5年8月の岡山県申立の

にあるように「将来地税之目的判然難相立，約リ地価耳之券状渡置レト而ハ再ヒ書

改不申而ノ、不相叶様奉存凶，左レト而ハ官之労費ハ徒労ニ属し，且下民よりハ再度

証印税取立候様可立至哉と奉存lt).Jと疑問を提起してL情。また浜田県のよう

に「葉クハ将来之収税法拙者共迄御知達有之Vトハパ其含を以取計可申，地価相定

リ不申而ノ、此度取調之手数或ハ無用ニ属、ン可申」ともしづ九この場合の地価と

は課税基準とすべき地価であっ(，単に地券交付に記載する売買地価ではない。

このように明治5年8月頃には iみ今適当代価」とはなにか，その決定方法

はいかにすればよいかについて多くの府県から伺が提出されている。古吉の岡

4) 基礎資料』上. r35J p. 20~ 
5) 同上. r23J p. 14~ 
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山県，浜田県の例もその一つであるが，群馬県の一例をあげてみようへ これ

はまづ「適当ノ代価ぃ、何等ノ目的ヲ以テ適当ト見据可申哉jと質問し，つづ

いて従来の団地代価は其の地位いかんにかかわらず正租雑税の厚薄により作徳

の多寡守生じ，その多寡にしたがって代価に高低を生ずる。したがって従来の

租法を改めて泊券税法にすれば， それにともなって高低を生ずる土地代価は

「適当之代価J1:は言えない。まづその地から産出する穀物の実価をもって地

位の甲乙を定め，その甲乙にしたがって代価をとりきめ，この金高を泊券面に

記載し， 租税を取立てるべきであるとし寸。 これについての政府指令では，

「先ツ公租ノ甘苦 z不拘，方今売買上適当ノ代価ヲ書載可致，尤総テ其土地ヨリ

一ヶ年生スノレ利益ノ金額ヲ代金ニ積立，何朱ノ利分ニ当リ候カヲ点検S/，其地

真価ヲ取極メ，;;肯券法ニ可引I直方法ノ、追テ可相違侯j という。これによると，地

方官側は課税基準となるべき地価の算定法を問題にし，その立場から地券地価

を吟味しているのにたいして，政府は課税基準としての地価とは切離して地券

交付の地代価を指示し，課税基準とする土地「真価」は追て布達するというわ

けである。群馬県と同様に貢租と作徳壱含めた全収穫から地価を決定すべきで

あると主張してし、る府県が多く，政府指令はいつも「公租の軽重に関係ない売

買上の適当代価」壱記載せよと〈りかえしている。しかし地券交付の任にあた

る地方官としては，単に人民の所右を確証するに過ぎ血地券交付には関心をも

たず，地租改正を前提とする地価の決定方法己そ重要であったことは既に述ベ

た通りである。こうした地方官の要望に応じて作成されたのが5年9月の「地

価取調規則]であり，大蔵省の「地券法ヲ発行セノレユ由リ地価査定方規ヲ府県

三密示スへキjの建議にその趣旨が明示されているη。 すなわち地券発行の趣

旨は「全国ノ概略ヲ予知J-，るだけであって i即今ノ地価ヲ以ヲ分一税ヲ確

定スノレニ非ズ」といい，地方官の申出は過慮にも似ているが i皐克実地着手

λrレニ臨し前途ノ措置ヲ顧慮λノレヨリ出タノレ者エシテ，概シテ之ラ非理ブリ

6) W基礎資料』上.[1 J p. '0 
7) 地租悶保書類業基J.史料集成』第7巻， p.311。
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ト謂フヘカラス。且去年ノ租税ヲ以テ之ヲ算出スレハ今後ノ分一額ヲ議算γ得

ヘキニ由リ，乃チ実地施行ノ方法ヲ府県三指示九之レカ標的ヲ立テ以テ整理

セシメパ各地方ノ処置一途エ出テ且方向確定vテ今日ノ疑図ヲ氷釈セ γ ムへキ

ユ因ノレ」と述ベている。かくて 5年 9月， I真価調方之順序Jとして各府県に

達示された租税寮見込の別紙規則案が「地価取調規則」である。この時の租税

頭は陸奥宗光であり，彼の改租方針が強く反映しているにしても，それは単な

る個人の試案ではなく，租税寮として府県に内示した規則案であることを注目

すべきであらう。もっともこの規則案もその布達前文に述べているように，な

お「伺中」のもので， I未タ御発行相成候筋f 者無之候得共，御見合ニニε可栢

成」と廻し，実地施行の際の参考意見の提起をも求めている。したがって「地

価取調規則」は実際1."公布された規則ではないが，地券交什から地租改在にい

たる過渡的段階として大きい問題になったものである。

IIL 地価取調規則の性格

「地価取調規則Jが租税頭陸奥宗光の名において作成されえことは既に述べ

たところである。陸奥宗光の改租方針は，明治5年5月神奈川県令在職中に行

なった「田租改正建議」にみられるところであれその要点は「 切ノ旧法ヲ

廃除刊現在田畑ノ実価ニ従ヒ其幾分ヲ課S/，年期ヲ定メ地租ニ充Y トス」る

にあっため。 しかし， その「実価」の内容や決定方法にはふれず，地租割合を

実価の何%とするかも述べてはいない。 I地価取調規則」は地券交付に必要な

地価調査の基準であって，これによって直ちに地租を改正しようと「るもので

はないが，地価規定及びその決定方法の内容からみて租税頭たる陸奥宗光の意

見が中心になったとみてよいであらう。

こうした地価取調規則の特色は，地価の概念が浩券税法のような売買地価で

はなとて I人民持地一歳ノ収穫貢租作徳合併ノ金額」から算出する土地「真

価」たるこ1:，その地価決定方法土して入札制度予ら基本としていることの三点

8) 地租問時書類童基J ，史料集成』第7巻， p. 3100 
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である。以下この二点についてもう少し詳細な検討壱してみよう。

a 地価の検査方法

地価の見積は惣百姓立会の入札制jによるのではあるが，その地価の当否を検

査するには一定の基準が必要であり，第12条に宜つの検査例j壱あげている。

その1， 2例を合せて一般化すると.r収穫全料J(頁租+作徳)から 200/0の「種

子糞料其他必要〆入費」をさしひき，残りを 10'70の利とみて資本還元した「元

金」を土地の「真価」たる「原価Jとみる。すなわちょ地の「真価Jは収穫代

金の B倍となる勘定であり. r真価」の 3'70を地租とすれば，地租は収穫代の
240/0となる y=地価，a=収穫代金，x=地租

y{20~}1  J a-.-~~~ a'! ニ0.24a.=，a一τ百百a}+王百
第3例ほ囚木三草，第4例は貢米と小作米，第5例は貢米と作徳米の明らかな場

合であるが，小作米と作徳米が混同されているために第4例と第5例は同様な

計算をしている。何れにしても，ここでは売買地価を課税基準とする活券税法

的着想は放棄され，収穫全料から諸経費を控除して資本還元する地租改正法の

地価算出法の原型が既に示吉れ， 諸経費 20~も，利子率(いわゆる金利ではない)

10 '70としている U 貢租分を含めた収穫取分壱資本還元していることが地租改正

法と大きく相違するようにみえるが，後に述べるように，地租改正法よりも利子

率，種肥代が大きいのでこの方が租税取分は小さい。この「地租取調規則」を準用

したと思われる山口県の地租改正において，県自体の原案が後の地租改正法に

J比較すれば大きい減租となっていたというのもこのためであるめ。またこうした

土地「真価Jの概念が多くの府県から提起され，政府自身も肯定してきた地価概

念であることは既にあげた群馬県の一例でも明らかであるが，己れが作徳のみ

を資本還元する売買地価とは原理を異にするものであるととはいうまでもなし、

b 入札法の評価

「地価取調規則」にたいする当時の批判には，土地「真価」の地価概念より

晶，その巨積方法として採用ぎれた入札法に関するものが多い。 第2条には，

.) 困村貞雄「山口県における地租改正Jr歴史学研究』第302号。
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「凡ソ入札人(其耕地ヨリ産出スノレ惣利益ヲ見積リ入札スノレヲ要ス。故ニ従来

ノ租税ヲ廃γ，創始ノ新税ヲ立ツノレニ関セス，全グ無税地下見成γ入札スヘキ

旨ヲ説諭V置グへS/Jという。全国の土地を仮に無税地とみなして代価を定め

る4とは5年9月に福岡県が提案し一日、るところであり町， 小倉県からも li守

券税法御施行可相成ニ付，租税ノ、仮ι 平均甲乙無之者 I、見倣ミノ，従前之売価ニ

不拘地味之厚薄作毛之多寡運輸之便不便等尽ク勘考公平至当之見込ヲ以検査ヲ

遂ヶ，広グ入札之心得ヲ以，実地下民之便利可相成地ノ、高価ェ書キ不便ノ地ノ、

低価ニ書出サセ出方可然哉Jと上申している1九入札方式による地価の決定方

法はすでに早くから神田孝平が提唱し， r東京府下地租収納地券発行規則」に

も採用されてきたものである o しかし，既に持主の定まっている田畑の地価を

惣百姓立会の入札で定め，持主より高地価に入札する者があればその者壱地主

とし，持主には申立価格だけを下渡するといった罰則的規程(第7条)をとも

なうことは農民の私的土地所有権をきわめて軽視したものである。だが丹羽氏

のように， I地価取調規則は，事実上の私的土地所有(地主的土地所有)の成長

を全面的に否認する領主的立場にたち，入札法は官地をその地の生産力に即応

した価で農民に強制売却するための，すなわち土地領有権売渡しのための手段

として採用されている」聞とは解釈できない。丹羽氏の F地価取調規則」にたい

する見解についてもう少し紹介してからその問題点を指摘しよう。

丹羽氏は， r地価取調規則」が内定された頃の禄制処分と 3千万円の外債募
集の言l画挫折から， I地価取調規則はこのような情勢下で園内的に禄制処分費

用を調達しうる内容のものとして作成されている q すなわち従来の農民保有地

のすべて壱，上述したような入札法によって，あらためてその所有者を決定す

るとともに，いわば旧来の領有権の売却代金たる入札官納地代金が政府の手に

入ってくるのである」という。こうした丹羽氏の見解は「上述したような入札

法」の誤解から生じている o 丹羽氏の入札法解釈につU、て，長文ではあるがく

10) 基礎賢料』上， fS7J p. 34。
11) 同上 r!i6J p. 330 
12) 丹羽邦男「明治維新の土地査草J p. 283以下，丹羽氏の文の事開は， 同署， 第2章壬申制止
器第3節大商省の壬申地券にもとづく税法改革企図 (l)~ pp. 279-29Q'による。
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わしく引用してみよう。

『この「地価取調規則jは，入札方式によって，新租賦課の基準となる地所の「真

価」を定めるものとされてし、る。ところが，この内容を検討すれば明らかなように，

これは入札法により土地の「真価」のみならずその所有者をも改めて確定しようとす

るものである。すなわち「 惣百姓ヲ会合ジ地所ノ代価ヲ入札セシメ高価ノ者ヲシ

テ其地主ト可定事J(第3条)と規定する。このぱあい従来の土地「所有」者は，最

も高価な入札価を官制(骨点ー丹羽氏)する乙と金承諾したときのみ，優先的ιその地

の所有者となりうる。【第 7.8条)

注目すべき第日条「落札ノ者ハ即日其代価ノ一割ヲ納メサセ，十日限り残金納メ了

ノレノ日ヲ以テ地主トシ(傍点ー丹羽氏)地券ヲ相渡スヘキ事jによれば，入札はたんな

る地価額の決定ではなしこの地価額を官納し，政府から土地私有権を買取ることを

意捺している。しかもわずか十日以内にこの地価額を官納しえないばあいは「其地ハ

再ピ入札可致事J(第10条)として地主たる権利は失われる。このように従来からの土

地「所有」者L 改めて地価金を官納することなしには，土地所有者たる地位を保ち

えないのである。』

要するに，丹羽氏は従来からの土地所有者のすべてが入札地価金を官納しなけ

ればその地位壱保ち得ないように解釈し，その観点からすべてて壱説明しようと

している。しかし，それは丹羽氏が条文の意味壱誤解されたものであることは，

丹羽氏の引用されている第7.8， 9， 10条及び第 11粂の全文をみればきわめて

明白である。

第7条 甲所令之耕地ヲ地価若干ニ申立フノレトキ，乙其昨立ノ価ヨリ若干ノ高個ユ買

上Y コトヲ望ミ落札相成候 tキハ，其代価ハ尽グ官納セツメ，更ニ其内ヨリ甲申立

ノ価丈ケヲ甲ニ下渡仏乙ヲ以テ其地主ト γ地券相渡シ可申事。

第8条第7条ニ反シ甲ノ所有ノ耕地ヲ乙其申立ノ価ヨク若干高価ユ買上ルト雄子モ，

甲若シ其地ヲ乙エ与フノレコトヲ欲セサルトキへ甲ヲシテ其活券ヲ乙ノ附直段丈ケ

ニ書替(サセ，甲ヲ以テ地主トシ，更 z 地券ヲ可相渡，共節ハ甲申立ノ価ト乙中立

ノ価トノ差違若干=付五分 則百金ニ付五円トス ヲ官納、-;/，乙へハ相当ノ入

札料可被下事。

但，乙ニ下ケ与フへキ高ハ官納ノ半高ョり多カノレへカラス。

第9条 落札ノ者ハ即日其代価ノ 割ヲ納ノサセ.-1日隈リ残金納メ了ノレノ日ヲ以テ

地ギトシ地券ヲ相渡スヘキ事。
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第10条 即日一割ヲ納ムルト雄ト毛若シ残金日限中ユ不納スノレトキハ，一割ノ金ハ流

物 lナリ其地所山再ヒ入札可致事。

第11条 仮令J、甲所有ノ地ヲ乙落札ニ成ノレト雄トモ，其地所=甲ノ作物アノレトキハ之

レヲ其僅乙ニ譲渡ストモ，亦甲ハ乙ノ小作人ト成ノレトモ，亦作物収穫ノ上譲渡シ侯

トモ都テ甲乙相対タルへキ事。

但，入札ノ節中乙共作物アノレ見込有之分ハ此例ーヨヲ λ。

Ci地姻関骨書類営基JW史料集成』第7巻， pp. 315-316) 

第7条の規定は従来の持主が低地価の申立をすることを防止するために設け

られたものであれ他からの高い地価入札によって持主がかわることになって

も従来の持主は自分の申立てた代価だけは受取る権利がある。すなわち不当な

低地価を申立てる持主には，その低地価で買上げ他に転売することを示したも

のである。第8条は第7条による持主からの買上にたいする救済規定であれ

旧持主が入札地価を認めるならば，その土地所有を認め低価申立にたいする罰

金として差額の 5%を官納させる。第9条は落札者の納金規定であるが，第7，

8条の規定と合せ考えれば， これは従来からの持主が最高の申立をしている場

合にもその申立金額を官納させるというのではなく，他人の持地を落札した場

合に納金させて地主とする規定である o したがって第10条及び第11条等の規定

は従来の持主を圧迫するというよりも，地主富農が地価入札を機会として他の

所有地を兼併することの簡単には実現できないようにする制限規定であるとい

えよう。もっともこの制限規定ではなお不充分であり，地価入札を機会として

地主富良の土地兼併の進むおそれがある Eいう批判はその当時にもみられるが，

すべての持主に地価を官納させるものとは理解していない。かくて，1地価取調

規貝UJの地価入札法はIR来の持主から地価金を官納させるととを目的正したも

のではなく，不当に低い地価の申立を防止するための手段であったとみるべき

であらう。丹羽氏は5年9月租税寮11等出仕野中準の「地価取調規則」にたいす

る批判書や「団地入札事情」と題する省内の者の筆になるとし、う無署名意見書問

13) 福島正夫氏によればとれも軒中準の筆ではないかと推論ぎれている。これには「壷富占括

今華富ノ者ヲシテ一同入札セシムノレトキノ¥之ヲシテ益占括セジメ徒ラニ以テ富者ヱ附益スノレナ
リJ福島正尭「地租噴Eの研究 Ip. 1200 
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を引用し，それらが「富者ハ益富ミ貧者ノ、益貧e/Jといった地主的土地所有の

展開を入札法が一層防長すると批判し-cし、ること号紹介しつつ， Iこのような

で面は把握しながらも， ιの規則入札法の，一部地械での領主階級の地主への

転化の可能性は見落されている。」とか，元来「地価取調規則」の作成動機は地

価査定を統 した方式で行わねばilE当ナノレ地価」をみることはできないという

意図の結果として作成されたため，その当時から「入札法も正当ナノレ地価決定

のための技術的手段kしてみるをいった認識が支配的であって，これが上述の

ごとき不充分な批判意見とな勺たと考えられる。」なI'ic論評している。 しか

し，上述のような「地価取調規則」の条文から「領主階級の地主階級への体制的

移行」壱ひきだすことはまことに無理な解釈であわやはり租税寮出仕野中準

や無署名意見書のような入札法批判が正当である。また「地価取調規貝IJJには官

納金の使途について何の規定もないことについて，丹羽氏は『暖昧な面を残し

ているが I一時禄券之方法」との相互規定的な性格は明らかtであろう』とい

う。しかし， r地価取調規則」が丹羽氏のいうようにすべての持主から入札地代
金壱官納させるものとすれば，その地価検査例からみてー町歩地価 420円，入

札高290余円としても全国の田畑約400万町歩，その官納金額は10億円を超える

はずである。丹羽氏は官納地代金の使途を禄制処分費の調達とからませて領主

的反動的な計画があるものと推定しているが，外債3000万円の募集が出来なく

て四苦八苦している時に10億円をこえる入札代金壱10同聞で官納させ，しかも

その使途を何ら規定し口、ないような己とが考えられるであろうか。しかも己

れはー官僚の試案ではなくて，大蔵省租税寮として全国の府県に内達したもの

である。 L、かに地方事情にうとい中央政府の官僚といえどもそれ程に「領主的

な，それゆえに観念的，非現実的な」ものとは思われない。地価入札法自体が自

由な土地所有権kずこいする大きい制約であるととはL、ろまでもないが，その決

定Lた地価入札代価をもって旧来の持主すべてに買取らせるのではなく，不当

に低い地価を申告した持主の場合にのみ他の入札者に買取らせ，旧持主にはそ

の申告した地価代金壱下渡する。したがってその場合にも実際の官の収入は斧
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額だけであり(第7条)，さらに旧持主が手放すことを欲しないならば申立地価

壱更新して差額の 50/0だけを官納し， 50/0の半分以下を最高入札者に下渡する

(第8条)というのであるから官の収入は何程にもならない。したがって官納地

代金の使途などは，はじめからあまり大きい問題にならなかったのであれ当

時の租税寮官員の問ではその点についての共通の理解が出来ていたとみるべき

であろう。丹羽氏は禄制処分と地租改正との関係を直結してその封建反動性寺

強調するのあまり I地価取調規則」の条文解釈を誤まれその見解から陸奥

宗光の「田租改正建議」や「地券波方規則」とのギャ'Y7をも無理に埋めよう

とするために，陸奥の心境変化や「地券渡方規則」との断層をも強調すること

になったと思われる。

要するに， I地価取調規則」は， I地券波方規則」には明確でなかった地価決定

法を一定にし，地券制度による租法改革の基礎を圃めようとしたものであるが，

そのいうところの土地「真価」は既に泊券税法のような売買地価ではなく，土地

の産出する「惣利益」から計算しようとしたものである。これについては多くの

地方官がその要望をいれたものとして満足の意を表明し，ただ決定方法として

全面的に採用された農民聞の入札法については実施困難を具申している場合が

多い。だがその理由には，長野県伺のように， I実地之検査ユ不及，特エ衆庶之

言を信しレト而者好民多少之詐術も可有之j同や筑摩県伺の「野部頑愚之小民ニ至

而ハ彼是狐疑を生し人心不穏趣ニ付官員順廻懇々説諭自然不都合之代価申立レ1>

而ハ不相済趨主主も申聞置レト程之情態ユ而適当之真価自然押包出底意差見ヘレト」

と述べ，i当県之如き人情未タ国F置を免れす別紙申上悼通辿も入札法ニ而ハ障碍

相生し可申と存Uけという明。すなわち，これらは入札法では農民は「適当之真

価」を申告しないおそれが多いから実地検査を許してほしいというのである。

そして地方官のιうした反対意見が地租改正法にとり入れられて入札法は二義

的手段となれやがて法定強制一本に代っ ω、く。入札法は個人申告に比較す

14) W基礎資料』上. rI02J p. 700 
15) 向上. n2BJ p. 85。
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れば私的所有権を制限するものではあるが，共同体的慣習の強いこの時代には

これが民意尊重の一手段である。中央政府の官僚が入札法を富者の土地兼併の

機会として反対し， 地方官が官民対立の場となることを恐れたのは， 農村の

共同体的慣習にたいする認識が夫々の立場によって相違することを示すもので

はあるが，丹羽氏のように『かかる入札方式の根底には，従来の農民「所有」

地は，すべて官地であり，従来からの「土地所有」者はたんにこの官地を占有

している者にすぎないとする純粋に領主的な見解がひそんでいる。』 と言い切

ることはできなし、。むしろ，己うした領主的な見解tこたいして民意尊重の一手

段として入札方式が採用されているであって，個人申告をそのまま採用するこ

とに比較すればなお「領主的」ではあヮても，一方的な法定強制に比較すれば

まだ「民主的」であるといえよう。農村の共同体的実状に接した地方官にとっ

ては，入札方式は民意尊重に過ぎて租法改善が官の意図のようにならねこと少

心配したものである。地租改If法において入札方式がしだし、に排除されるのも

地方官のような配慮からであって，入札方式が領主的な反動性の産物だからで

はない。これについては次ぎの地租改正法において述べることとしよう。

N 地租改正法の地価算定

地租改正法の地価算出は， i土地一歳収穫ノ作益ヲ見積，各地ノ慣行ユ因リ何

分ノ利ヲ以テ地価何程ト見込相立，更ニ持主銘々ヨリ為申立，当否検査ノ上適

否可相定事J(改正規則，第1則)とあるように，土地の作益と刺子率から地価を

見積り，持主の坤告を検査して定めるといった近代的形式をとり，地価申告に

際しては「都テ旧来ノ貫額=拘ハラス， 銘々実際売買スヘキ見込ノ価J (地方

官心得，第40章)を進達するように村々へ布達し，その「地代金ハ一ヶ年収穫ノ

内種肥代其外諸費ヲ引去，全グ地主所得トナノレへキ米金ヲ其村従前売買仕米ノ

利息割合ヲ以テ現今互ユ売買月へキ者ト看倣':/，見込ノ代価ヲ記載セV ムヘシ」

(心得，第43章)という。かくて，土地の持主は収穫から算出した純収益にもと

づいて売買価格を中告すればよいようにみえる G その売買価格が貢租制度下の
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現実の売買価格ではな〈て，将来地租改正が実施された場合の見込価格である

にしても，純収益の算定と利息割合の決定に実際の調査結果が尊重されるなら

ば，近代的な収益課税になるといえよう。そして地租改正法には，収穫高石代

とともに|種肥代諸費」及び利息割合の定率をも人民には指示しないで人民の

申告によるような形式をとっているために一層そうじた印象を強める。しかし，

そうした申告手続四一切は，村毎に戸長，百姓惣代を通して地主一同の連印を

必要とし，村惣代に責任壱とらせるのみではなくて，申告の当否検査は地方官

心得に準拠し，それよ H一割を超える低価は認めない。したがって，本来は官

吏側で調査する時の腹案に過ぎなかった「地方官心得」の検査例が実際の地価

決定に際しては核心となる。そしてその検査例に自作地を規定した第一則と小

作地に適用する第二則のあることは述べるまでもないであらう。

a 検査例第一則

第一則では収穫代金からその 15%の種籾肥代と地価 3~もの地租及び 1% の

村入費を控除し，これを6%の利息割合とみて資本還元した元金を地価とする。

したがって次の計算のよう

収種代金内地価 y

15 4 
y= {a-1~{\ a-，;;{¥y) 一一=8.5a¥a-1百百a-1百古川 100 

に収穫代金の且5倍が地価となり，地租は収穫代金の 25.5%，地租と村入費壱

合すると収穫代金の34%になる。 これを「地価取調規則」の場合に比較して

みると，地租改正法は収穫代金から種籾肥代のほかに地租及び村入費壱控除し，

その残額を利息割合で資本還元しているので，地価取調規則の「全益ノ原価」

とは大きく異なるようにみえる。しかし I地価取調規則」は貫租を控除しな

いもの壱 10%の利で還元してし、るに比して，地租改正法では地租村入費の合計

4%壱差ヲlくかわりにその残りを6%の利で還元しているから，両者共に収穫

代金から種肥代を控除して 10倍にするにひとしい。 したがョて両者の相違は

種肥代の控除率のみであり，地価取調規則の種肥代控除率が20%であるに比し

て地租改正法では 15%， その結果地租改正法のほうが地価を引上げるととに
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なる。したがって， I地価取調規則」の地租が地租改正法と同じように地価の

3%とすれば， それは収穫代金の 24%であり，地租改正法の地租は収穫代金

の25.50/0， それに村入費を含めると 34%にもなる。 かくて， 地租改正法の

検査例は，種肥代のみならず租税負担分をも控除して収益課税の形式をととの

えてはいるが，種肥代及び利子率を大きくひささげることによって「地価取調

規則」の「企益」課税よりもかえって租税部分を引上げたことになる。こうし

た種肥代と利子率については， I地方官心得Jやその後の指令できびしく厳守

することを命じつつ， I右ハ於官人民申立之地価ヲ検査スノレ規則ニ付人民へ〈

不示儀ト可心得事」町というのも上述の配慮が秘められていとからであらう。

種肥代 15%の定率がし、かに収主主計算の現実を無視しているかはいうまでもな

く，ことに生産費率の高い劣等地壱不利にする。また労賃部分が考慮されてい

ないために労賃収入をも地価に帰属させることとなり，実際の土地価格よりも

透かに高い地価となることも見逃せない。明治7年3月，こうした「法制上ノ

原価」と「売買上ノ市価j との相違に気ついた政府は町， 周年一5月太政官布告

第57号によって地租改正条例第8章を追加し， 売買地価は「是レ所謂時価ニ

シテ土地ノ実利ヲ熟測セシ真価ニ非ス」とし， I地租改正上ノ地価ナノレそノハ

土地産出ノ実利ヲ以テ算調.u-./ ， 正確ノ真価J たることを強調している。 しか

じ，売買地価は収穫代金から経営維持に必要な一切の経費を考慮した純収益を

当時の利子率で還元したものであり，地租改正法上の地価は収穫代金から種肥

代1昌弘と租税分 340/0のみを控除して一般利子率より進かに低し」一一租税分壱

含めると一般利T率に近くなるような 定率で還元するのだから相違するの

は当然である。 ことにその地価のなかには主要生産費たる労賃部分を資本還

元したものが含まれるからである。 しかもこれが「土地産出ノ実利」による

「正確ノ真価」たることを強弁して売買地価を完全に放棄し，反対する農民層

を強権的に蝉庄して「甘諾jさせていく。

1同 『府県史料』広島県租民 8年3月指令。 ζの場合には種肥代 159るのみについて指令，利子は
府県によヲて取扱いが異なり，第一一則適用から着手ーしたととろでは人民心得書にも記粧している
場合もある。
1の 「理財稽噴J.史料集成』第1巻， p.25。
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b 検査例第二則

小作米を根拠として地価壱算出することは， 明治5年 11月の山形県伺叫を

はじめとして，一部地方官が早くから提唱してきたものであるが，地租改正法

には第二則として採用されている。この場合にも収穫高を基礎正するこ Eには

ちがし、ないが，その収穫高を正確に把握することが困難なので，社会的に成立

している小作料から収穫高を推定するものである。すなわち， r小作米ハ地主
ト小作人ト相競ノレノ間ヨリ出ノレベヒノナレハ，収穫ノ多寡ヲ推知月ヘキ確証二 γ

テ，人民互一期:隠λ ノレ能ハサノレ者タノレヲ以テ第二則フ適実ノ者トス。故ニ自作

地ノ分(合計上=於テ小作地反別ノ比例ヲ以テ自作地小作米ノ仮標ヲ設ヶ，

第二則ニ拠リ調査v共当否ヲ見ノレノ参考ユ供スへvJという町。

「の検査例第一則では，小作料号収穫高の伺払土し，ぞれから ~4%の地利

及び村入費を控除し，残りを地価の 4%の利とみて資本還元する。したがって，

この場合にも地価は収穫代金の 8.5倍となり， 地租及び村入費の合計と地主取

分はともに収穫代金の34%となって第一則の場合と同じである。 この場合に

問題となるのは，小作来壱収穫高の 68%に固定することと地主取分を地価の4

%とすることの意味である。小作料を収穫の 68%としたのは， 実際の小作料

率を調査して決定したものではない第一則に合せる計算上の必要からであっ

たとみられる。 しかし， その後の地方官伺のなかには小作料率 68%に達しな

い地方が多く，同じ地域でも収益率の高い優良地は小作料率も高<.生産費率

の高い劣等地では小作料率も低いのが普通である。また貢租負担の大小が小作

料率に関係することもいうまでもなし、。かくて， 収穫高の 68%に達しなし、実

際の小作料壱基準にして第二則壱適用 TれI;!'，収穫高にたいする租税部分及び

地主取分はともに 34%をわることとなる。 小作料本位の地価調査を主張して

きた山形，小倉をはじめ，山口，岡山， 北条， 京都，兵庫，滋賀など近畿中国

の比較的に着手の早い府県は，ほとんどみな第二則本位から出発しているが，己

18) C某礎資料』よ， r189J p. 1240 
19) 地方官心得，第14章J C史料集成』第7巷， p. 329u 
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れは， 実際の小作料率が 68%以下の場合には課税率が低くなるだけではなく

て，小作料率の低い劣等地ほど収穫高にたいする課税率も低下するので種肥代

がー率に15%の不合理壱さけることもできるからである。しかし明治 7 年 5~

頃には政府もこの点に気づいたものとみえ. I一村総計上之小作米収穫之三分

二以上ユ当候ハパ小作米ヲ適実ト見据，第二例ユ照準検査致γ侠義ハ不苦候得

共，三分二以下エ当リ候ハパ総テ第一例ヲ以検査致候儀ト日J柑心得事」と指令

してし、品加〉。しかし，それでもなお多〈の府県が第二則本f止に調査を進め，後

に政府から第一則本位を強硬におしつけられたために区戸長層を先頭とする農

民の抵抗を惹起し，再調査の口実に苦 νんでいることも多し、mo また「地位等

級制」の提唱もこうした第二則廃止に関連して起ったのであるが，政府はこれ

を採用したようにみせながι，逆に政府の内定した「達観」上の平均収穫高を配
分，強制する手段じ利用し，苦境にたった地方官の罷免されていることもある m

最後に地主の取分を地価の 4%1:して資本還元する理由はどこにあったの

か。地方官心得第15章には. I土地ヲ人ニ預ケ小作セジムノレハ自ラ耕作スノレト

其労費殊異アノレハ勿論，随テ収益モ亦多寡ナカノレヘカラス，故ニ小作地ヲ以テ

自作地ニ比スレバ其利自ヲ少キ理7 リ，昏ヘハ収益ノ利分自作地六分ノ利ナレ

ハ小作地ノ、四分ニテ相当ナノレへシー口ーIと述べてL、る o これを第一則，第三則

から算出した収穫代金の取分割合でみると，小作は収穫代金の 15%たる種肥代

と17%の労賃分，地主は租税負担と同じく 34%. 自作の場合には地主，小f乍

を合せたものとなる。収穫の15%. しかも一定率の種肥代が過小評価であるこ

とは勿論であるが， 労賃部分が収穫の 17%では全く問題にならない。 自作農

の場合にはその不足を地主取分で補うにしても，必要労働を計算すれば収益は

皆無となるような劣等地にも収穫代の 340/0の地租が課せられるのであって，

劣等地ほど大きくなる租税負担の過重はまぬがれえない。

要するに，地租改正の地価言|算は収穫代金から種肥代，租税を控除した収益課

20) ~基礎資料Jl r724J， r719J， pp. 470， 4600-
21) 拙著「明治維新と地租改正J (近刊〉参照E
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税の形式はと'ってし、るが，最大の経費たる労賃部分をほとんど考慮しないで，

土地売買の金利形式をはめこみ，利子を低くして地価の低下，したがってまた

地租の減退壱防止するように仕組んだものであ品。第二則の場合には，種肥代

及び労賃部分の低率を全部小作農に転荷して地主には租税分と同じ取分を保証

し，地租改正が地主制展開の基軸となるD もこのためである。ただ小作料が収

穫高の 68~もに達していない場合には，租税，地代ともにそれだけ取分が減少す

ること kなる。ととに小作料率の低い劣等地や自作地にこれを適用すれば，種

肥代150/0定率の矛盾壱さけて，ある程度地位等級に応じた課税をすることもで

きる。かくて，地租改正の初期には第二則本位から着手した府県が多かったが，

地価減退壱おそれた政府が第二則の適用をしだいに制限し，やがて第一則のみ

にしぼってきた。そして，その法制上の完成が明治8年5月の「地租改正条例

細目」であり，そこでは小作米の多寡は僅かに地方官の「達観」の参考にされ

るに過ぎず，収穫量決定に必要な土地丈量，地位等級，反収等の調査に重点、が

おかれてし、〈。しかも第一則の眼目たる利子と種肥代の控除率はそのままにき

びしく維持され，何れの土地も収穫代価の 8.5倍壱地価とする原則には全く例

外を許さないような地租改正の強制的実施をみるにいたったのである。




